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Ⅰ 上尾市人権教育推進プラン（基本計画）策定に当たって 

１ 人権教育推進の背景 

(1) 国際社会の動向 

    ２０世紀に人類は、二度にわたる世界大戦の惨禍を経験し、人権尊重こそ

が平和の基礎であるという貴重な教訓を得た。そこで、この教訓を形あるも

のとするために、国連は１９４８年に世界人権宣言（注１）を採択し、「すべ

ての人民とすべての国が達成すべき共通基準」とした。 

    この人権宣言の精神を実現し、あらゆる差別や人権侵害を全世界からなく

すため、国際人権規約（注２）をはじめ人権に関する多くの条約が採択されて

きた。また、「国際婦人年（注３）」「国際児童年（注４）」「国際障害者年（注５）」

「国際先住民年（注６）」「国際高齢者年（注７）」など、課題別の人権問題への

取組も強化してきた。 

    しかし、このような様々な取組にもかかわらず、世界の各地で戦争やテロ、

迫害など人権侵害が後を絶たない状態が続いている。このような厳しい国際

社会の諸問題を受けて、第４９回国連総会では、平成７年（１９９５年）か

ら平成１６年（２００４年）までの１０年間を「人権教育のための国連１０

年（注８）」とする決議が行われた。 

    そして現在、その後を受ける形で「人権教育のための世界プログラム（注

９）」が採択され、平成１７年（２００５年）から始まった第一段階の行動計

画では、「初等中等教育学校制度における人権教育」の推進を重点とし、平成

２２年（２０１０年）からの第二段階では「高等教育及びあらゆるレベルに

おける教員や公務員等における人権研修」が重点となった。そして、平成２

７年（２０１５年）から平成３１年（２０１９年）までを計画期間とする第

三段階の行動計画では「第二段階までの実施の強化並びにメディア専門家及

びジャーナリストの人権研修」を重点とし、世界各国で取り組まれている。  

 

(2) 国内の動向 

    我が国においては、平成９年に「人権教育のための国連１０年･国内行動計

画（注１０）」を策定した。この国内行動計画は、新しい概念である「人権と

いう普遍的文化」の構築を目指し、そのためには、学校、社会、企業等あら

ゆる場を通じて人権教育を展開すること、そして、あらゆる人をその対象と

すること、特に公務員、教員、警察官等の「特定職業従事者」に対しては取

組を強化する旨が明記された。さらに、重要課題への対応を挙げ、女性、子

供、高齢者、障害者、同和問題、アイヌの人々、外国人、ＨＩＶ（注１１）感

染者等、刑を終えて出所した人が例示された。 

    また、平成１２年１２月に「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」

が施行された。その第５条では、地方公共団体の責務を定め「国との連携を

図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を
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策定し、及び実施する責務を有する。」とされ、第７条では、国は人権教育及

び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならないと規定された。

そして国の「人権教育・啓発に関する基本計画（注１２）」が平成１４年３月

に策定された。平成２３年には、同計画の各人権課題に「北朝鮮当局による

拉致問題等」を加える見直しが行われている。 

    このように、人権が尊重される社会の実現に向けて、地方公共団体の役割

はますます重要となってきている。 

 

(3) 上尾市における取組 

    上尾市では、平成７年１０月に「上尾市人権尊重都市宣言」を発し、平成

１１年には「人権教育のための国連１０年」に呼応して、市長を本部長とす

る上尾市人権教育・啓発推進本部を発足させ、平成１２年３月にその実施計

画である「上尾市人権教育・啓発推進計画（注１３）」を行動計画として策定

し、様々な人権に関わる問題を正しく認識し、人権尊重の意識を高めるため

の人権教育及び啓発事業を総合的かつ計画的に推進してきた。 

    その後、平成１４年１０月に上尾市人権施策推進懇話会（注１４）による「上

尾市の人権施策推進のあり方」という提言を受け、市が取り組むべき人権課

題や施策展開の方向性などを明らかにした人権施策の基本的な指針を策定す

ることとし、平成１６年３月に「上尾市人権施策推進指針（注１５）」を策定

した。 

    また、人権施策の中で枢要な部分を担う人権教育の推進については、平成

１５年１１月教育委員会に上尾市人権教育推進協議会（注１６）を発足させ、

本市における人権教育推進基本方針について平成１６年１１月に答申をした。 

    市教育委員会では、これら「上尾市人権施策推進指針」（平成１６年３月策

定）及び「上尾市人権教育推進基本方針について」（上尾市人権教育推進協議

会答申・平成１６年１１月）を受け、全ての市民がお互いの人権を尊重しな

がら共に生きる社会を実現することを目指すとともに、様々な人権課題の解

決を図るため、人権教育の分野においてその実現を具体化しその進行管理に

資するものとして、平成１９年３月に「上尾市人権教育推進プラン（基本計

画）」（以下「推進プラン」という）を策定し、学校等、家庭、地域社会を通

じて、児童生徒をはじめ広く市民に人権尊重の精神を培う人権教育を推進し

ている。 
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２ 推進プランの改訂 

(1) 改訂の趣旨 

    上尾市では、平成１９年３月に推進プランを策定し、学校等、家庭、地域

社会を通じて、児童生徒をはじめ広く市民に人権尊重の精神を培う人権教育

を推進しているところである。 

    しかしながら、近年、社会情勢の変化は著しく、いじめの認知件数や児童

虐待相談対応件数の増加、インターネット上での個人に対する誹謗や中傷等

が社会問題となっている。さらには、北朝鮮当局による拉致問題、東日本大

震災及びそれに伴う福島第一原子力発電所の事故により、災害時における人

権への配慮といった新たな人権課題も顕在化している。このような状況の中、

これら新たな人権課題に対応するとともに、推進プラン策定後に制定された

法令等との整合を図るため、推進プランを改定することとした。 

 

(2) 推進プランの性格 

   ア 「上尾市人権施策推進指針」のうち、上尾市教育委員会、学校等におけ

る人権教育の重点目標、取り組むべき施策や人権教育実施の方向性を示す

ものである。 

   イ 「第５次上尾市総合計画」及び「第２期上尾市教育振興基本計画」を踏

まえたものである。 

 

(3) 推進プランの実施 

    実施に当たっては、長期的視点に立ち継続的に取り組むこととする。なお、

学校等、家庭、地域社会の今後の状況や社会情勢等の変化を踏まえ、必要に

応じて見直しを行う。 
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３ 推進プラン体系図 

 上尾市人権教育推進プラン（基本計画） 

 

上尾市人権教育推進基本方針 

【～やさしい心を育む・他人
ひ と

の痛みに共感する力を育む～】 

１．市民が主体となる人権教育    ２．生涯を通じた人権教育 

３．人権感覚を培う人権教育      ４．共生の心を育む人権教育 

 この基本方針に基づき、全ての人の基本的人権が尊重される上尾市を目指し、「女

性」、「子供」、「高齢者」、「障害者」、「同和問題」、「外国人」、「ＨＩＶ感染者等」、「ア

イヌの人々」、「インターネットによる人権侵害」、「災害時における人権」などに関

する課題を解決するために、学校教育、社会教育における人権教育を推進する。 

 

 

 

推 進 方 策 

 

          

  

 

  

 

 

            

 

  

 

 

 

 

 

 

学校教育における人権教育 

人権問題を正しく理解し、人権感覚

を身に付け、様々な人権課題を解決し

ようとする子供を育成する。 

【推進の具体策】 

１ 人権教育推進体制の確立 

２ 人権教育全体計画及び年間指導計画の作

成 

３ 指導内容・方法の工夫、改善 

４ 教育相談体制の充実 

５ 教職員の研修の実施 

６ 学校等、家庭、地域社会相互の連携 

社会教育における人権教育 

市民一人一人が人権問題を正しく

理解し、人権感覚を身に付け、人権を

尊重し合う共生社会の実現に努める。 

【推進の具体策】 

１ 生涯学習の視点に立った人権教育の推進 

２ 人権教育の基盤をつくるための家庭教育

の充実 

３ 人権教育を推進するための指導者の 

  養成 

４ 人権教育研修会の充実 

５ 地域に根ざした人権教育の推進 

各人権課題に対する取組 

○女性 ○子供 ○高齢者 ○障害者 ○同和問題 ○外国人 ○ＨＩＶ感染者等 

○アイヌの人々 ○インターネットによる人権侵害 ○災害時における人権 ○様々な人権問題 
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Ⅱ 上尾市人権教育推進基本方針と重要な視点 

１ 上尾市人権教育推進基本方針 

【 ～やさしい心を育む ・ 他人
ひ と

の痛みに共感する力を育む～ 】 

(1) 市民が主体となる人権教育 

  市民一人一人が、人権が尊重される社会を確立する担い手であることを認

識し、一人一人が人権問題に関する正しい理解を深め、その解決に主体的に

取り組めるよう人権教育を推進する。 

ア 人権が尊重される社会を確立する担い手であることの認識を図る。 

   イ 人権問題を身近な問題として捉えるための、正しい理解を図る。 

   ウ 人権課題の解決に向け、主体的に取り組むための人権教育を推進する。 

 

(2) 生涯を通じた人権教育 

    生涯学習の視点に立って、幼児期からの発達段階を踏まえ、学校教育、社

会教育において、相互に連携を図りつつ、市民一人一人の生涯を通じて人権

教育を推進する。  

   ア 発達段階を踏まえた学習に取り組む。 

   イ 学校等、家庭、地域社会相互の連携を図る。 

    

(3) 人権感覚を培う人権教育 

 市民一人一人が人権を尊重することの重要性を正しく認識し、人権への配

慮が態度や行動に現れるような人権感覚を身に付けた市民の育成を図る人権

教育を推進する。 

   ア 人権を尊重することの重要性について理解を図る。 

   イ 人権感覚を育成するための参加体験型学習を実施する。 

   ウ 人権感覚を人権課題解決に向けた実践力につなげる。 

 

(4) 共生の心を育む人権教育 

    自他の人権について正しく理解し、その権利の行使に伴う責任を自覚して、

人権を尊重し合う共生社会を築くため、人権への意識を高め、自己実現の権

利や多様な考えを認め合うなど、共生の心を醸成する人権教育を推進する。 

ア 自他の人権についての正しい理解を図り、その権利の行使に伴う責任へ

の自覚を促す。 

イ 人権意識の向上を図る。 

ウ 望ましい人間関係を築き、社会参加を促進する。 
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２ 重要な視点 

１ 市民が主体となる人権教育 

 市民一人一人が、人権が尊重される社会を確立する担い手であることを認識し、一人

一人が人権問題に関する正しい理解を深め、その解決に主体的に取り組めるよう人権

教育を推進する。 

  

重要な視点（１）「人権が尊重される社会を確立する担い手であることの認識を図る」   

ア 人権尊重の理念についての理解 

  ・自分の大切さとともに他の人の大切さを認めるという人権尊重の理念につい

ての理解を図る。 

  ・あらゆる場や機会を通じて人権教育を行い、人権が尊重される社会を確立す

る大切さについての理解を図る。 

 

重要な視点（２）「人権問題を身近な問題として捉えるための、正しい理解を図る」 

 ア 人権問題の正しい理解 

  ・憲法、人権関係国際文書等における人権の概念及び人権が持つ価値について

の理解を図る。 

  ・より身近な事例に基づき、人権問題についての理解を図る。 

 イ 多様な体験活動や学習機会の充実 

  ・地域の実情に応じた多様な学習機会の提供や交流事業の実施、教材の作成等

を推進する。 

 

重要な視点（３）「人権課題の解決に向け、主体的に取り組むための人権教育を推進

する」 

 ア 主体的な取組の推進 

  ・一人一人の個性を伸ばす学習活動の充実を図る。 

  ・自ら考え、主体的に判断する力や実践力を育成するため、参加体験型学習を

推進する。 

 イ 学習環境の整備 

  ・学習者の興味や関心、実態等に応じた弾力的な実施計画を作成する。 

  ・学習者の人権を尊重するという視点に立って学習環境の整備とその充実に努

める。 
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２ 生涯を通じた人権教育 

 生涯学習の視点に立って、幼児期からの発達段階を踏まえ、学校教育、社会教育に

おいて、相互に連携を図りつつ、市民一人一人の生涯を通じて人権教育を推進する。 

  

重要な視点（１）「発達段階を踏まえた学習に取り組む」   

ア 発達段階を踏まえた学習計画の作成 

・幼児期からの発達段階に応じた学習計画を作成する。 

・学習者自身の身近な生活と結び付く、実態に応じた学習計画を作成する。 

イ 学習内容、学習方法、学習機会の充実 

・幼児から高齢者に至る幅広い年齢層を対象とした学習内容や学習方法の充実

を図る。 

・ライフスタイルに応じたあらゆる場や機会を通じて人権教育を行う。 

 

重要な視点（２）「学校等、家庭、地域社会相互の連携を図る」   

ア 家庭教育の重視 

・家族愛や親子の触れ合いの大切さについての理解を図る。 

  ・家庭における人権教育の大切さについての理解を図る。 

 イ 地域に根ざした人権教育の取組の充実 

  ・地域住民に人権学習の機会を提供し、参加、交流できる事業を実施する。 

  ・学校や社会教育施設を中心として学校等、家庭、地域社会が相互に連携を図

り、人権教育に取り組む。 
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３ 人権感覚を培う人権教育 

 市民一人一人が人権を尊重することの重要性を正しく認識し、人権への配慮が態度

や行動に現れるような人権感覚を身に付けた市民の育成を図る人権教育を推進する。 

  

重要な視点（１）「人権を尊重することの重要性について理解を図る」   

ア 人権についての学習 

  ・人権の概念及び人権が持つ価値についての学習を実施する。 

 イ 人権課題についての学習  

  ・人権課題の解決に向けて、様々な人権問題についての理解を図る。 

  ・学習計画に人権の視点を明確に位置付け、意図的・計画的に人権課題につい

ての学習を実施する。 

 

重要な視点（２）「人権感覚を育成するための参加体験型学習を実施する」   

ア 「人権感覚育成プログラム（注１７）」の活用 

  ・人権が持つ価値や重要性を受け止めるような感性や感覚を育成するため、「人

権感覚育成プログラム」を活用した参加体験型学習を実施する。 

 イ 発達段階や実態を踏まえた参加体験型学習の実施 

  ・人格形成の早い時期から、人権感覚の育成を図る。 

  ・発達段階や実態に応じて参加体験型学習を系統的に展開し、継続的に行う。 

 

重要な視点（３）「人権感覚を人権課題解決に向けた実践力につなげる」   

ア 自他の人権を守ろうとする実践力の育成 

・自他の人権を守ろうとする意識や意欲の向上を図る。 

  ・自分の大切さを自覚し、誰もが安心して自信を持って、自由に生きる権利を

持っていることを実践的に学べる機会を提供する。 

 イ 実際の行動に結び付ける実践力の育成 

  ・人権感覚と知的認識とを結び付け、問題状況を変えようとする人権意識を育

て、実践力につなげる。 

  ・人権課題の解決に向けて計画的な学習を進め、その解決のために取り組もう

とする実践力を育成する。 
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４ 共生の心を育む人権教育 

 自他の人権について正しく理解し、その権利の行使に伴う責任を自覚して、人権を尊

重し合う共生社会を築くため、人権への意識を高め、自己実現の権利や多様な考えを

認め合うなど、共生の心を醸成する人権教育を推進する。 

  

重要な視点（１）「自他の人権についての正しい理解を図り、その権利の行使に伴う

責任への自覚を促す」   

ア 自立心の育成 

・主体的に生きるライフスタイルの確立のため、自分の考えで行動しようとす

る自立心を育てる。 

  ・個性や能力を伸長する意義を理解し、自らを高めようとする姿勢や態度を育

てる。 

 イ 共生社会の理解 

  ・人間の個性や能力の多様性について理解させ、自己実現への見通しを持たせ

る。 

  ・自ら選択した行動の結果には、社会的な責任が伴うことについての理解を図

る。 

 

重要な視点（２）「人権意識の向上を図る」   

ア 自他の人権を守ろうとする人権意識の向上 

・人権への配慮が態度や行動につながるような人権意識の向上を図る。 

・自他の人権を守り、人権侵害を予防・解決するために必要な実践力の向上を

図る。 

  

重要な視点（３）「望ましい人間関係を築き、社会参加を促進する」   

ア 望ましい人間関係の構築 

・様々な人々との出会いや交流を重ねることにより、望ましい人間関係を築く

ことの大切さについての理解を図る。 

・コミュニケーション能力の育成を図るとともに、社会のルールや基本的なマ

ナーが必要なことについての理解を図る。 

 イ 社会参加への促進 

  ・自分と他者とをつなぐ「共生の心」を育むために、豊かな人間関係を築く楽

しさや素晴らしさに気付くような社会参加の機会を増やす。 
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Ⅲ 学校教育における人権教育 

１ 人権教育推進体制の確立  

（1） 人権教育目標の設定  

    人権教育目標の設定に当たっては、学校教育目標との関連を図るとともに、

人権教育が目指す児童生徒像を明らかにし、教育活動に位置付ける。 

その際、次の点に留意する。 

   ・児童生徒、保護者、地域の人権に関わる実態を把握する。 

   ・関係法令、国、県、市の人権教育施策等を踏まえる。 

 

（2） 校内推進体制の充実 

    児童生徒の発達段階に応じて、全教育活動を通じて人権意識を高め、一人

一人を大切にする教育を推進するための学習環境を整備する。また、人権教

育推進のための計画の作成をはじめ、内容に関わる企画、調整及び人権教育

の具体的な進め方や教職員研修の企画立案等を人権教育主任を中心とする校

内組織で検討する。 

 

（3） 研究の推進 

    研究を推進するに当たっては、幅広い観点から実践的な研究を行い、児童

生徒の変容を促す指導方法の工夫、改善を図る。そのためには、校内で組織

的に推進することが必要である。校内組織の在り方については、学校の実態

に応じて工夫し、全ての教職員が関わり、情報や指導方法等について共有で

きるようにする。  

 

２ 人権教育全体計画及び年間指導計画の作成 

（1） 人権教育上の視点の設定 

    人権教育を推進するための効果的な手法として、「法の下の平等」「個人の

尊重」といった人権一般の普遍的な視点からのアプローチと、具体的な人権

課題に即した個別的な視点からのアプローチがある。学校等においては、そ

れらの取組について、身に付けさせたい知識、技能及び態度を人権教育上の

視点として定め、人権教育の推進に生かしていく。 

 

（2） 全体計画の作成 

    児童生徒及び地域の実態を把握し、様々な人権課題を解決するための具体

的な目標を設定し、人権教育の全体計画を作成する。 

   ・人権教育目標や推進の方針、重点課題等を設定する。  

   ・男女平等教育、福祉・ボランティア教育、特別支援教育、交流教育及び共

同学習、情報教育、国際理解教育等との関連を図り、児童生徒の発達段階
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に応じた人権教育を推進する。 

   ・お互いの個性を認め合う心、他人を思いやる心、正義感や公正さを重んじ

る心などの豊かな人間性の育成に重点の置かれたものとする。 

   ・同和問題については、人権課題の中に位置付け、心理的差別の解消に視点

を当てる。 

 

（3） 年間指導計画の作成 

    人権教育の年間指導計画の作成に当たっては、人権教育上の視点をあて、

年間を通じて計画的に実施していく。 

   ・地域の実態を踏まえ、児童生徒の発達段階に応じて、各人権課題への取組

を踏まえた指導計画とする。 

   ・各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間等のねらいとの関連を図る。 

 

３ 指導内容・方法の工夫、改善 

  人権教育を推進するには、各学校において、児童生徒の発達段階に応じて、実

践的先進的研究を行うとともに、参加体験型の学習など、児童生徒の主体的な学

習活動を促す指導内容、指導方法について工夫、改善する。 

（1） 身に付けさせたい資質や態度 

   ≪幼稚園・保育所≫ 

     幼稚園や保育園では、遊びを通して豊かな心を育成する。遊びを中心と

する生活の場で、自分を大切にする感情とともに他の人も思いやることが

できるような社会的共感能力の基礎を育成する。 

     また、教職員や周囲の大人との信頼関係が極めて重要であることから、

信頼関係に基づく生活が、幼児の豊かな人権感覚を養うことに配慮する。 

   ≪小学校≫ 

     小学校においては、全教育活動を通じて、人権問題を正しく理解するた

めに必要なものの見方や考え方を育成し、人権を尊重する豊かな心情を育

成する。そのためには、児童一人一人が主体的に活動する態度や自ら学び、

自ら考える力を養い、生命の尊重、互いを認め合う心、正義感や公正さを

重んじる心など豊かな人間性を養う。 

   ≪中学校≫ 

     中学校においては、小学校の基盤の上に立って、科学的、合理的な考え

方を育成し、身近にある不合理な偏見や差別に気付き、解決しようとする

積極的な態度を育てることが重要である。さらに、社会の中に存在する具

体的な人権問題について調べ、自らの行動を通して解決しようとする態度

を養う。 
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（2） 体験的な活動の推進 

    体験的な学習や問題解決的な学習は、児童生徒に自ら学ぶ意欲や主体的に

学ぶ態度を身に付けさせるとともに、学ぶことの楽しさや達成感を体得させ

る上で有効である。そのため、人権教育を進める上で学校間の連携や交流を

図るとともに、障害のある幼児児童生徒や高齢者との交流の機会を積極的に

取り入れる。ボランティア活動などの社会奉仕体験活動や自然体験活動をは

じめ、勤労生産活動、職業体験活動、芸術文化体験活動、高齢者や障害者等

との交流を推進し、お互いを正しく理解し、共に支え合い尊重し合う態度の

育成を図る。 

 

（3） 道徳教育の充実 

    人権教育を推進する上で、道徳教育と相互の関連を図ることが重要である。

道徳の全体計画と年間指導計画の中に、人権教育との関連を位置づけ、児童

生徒の発達段階に応じた豊かな心を育てる体験活動や実践的活動を一層充実

させる。  

 

（4） 総合的な学習の時間の工夫 

    総合的な学習の時間のねらいは、自ら学び、自ら考え、問題を解決する力

などの育成や学び方、ものの考え方などの習得を目指すとともに、自己の生

き方を考えることができる児童生徒を育成することである。人権教育を進め

る上で、学び方やものの考え方を身に付け、自己の生き方について考えるこ

とができるようにすることが重要である。推進に当たっては、多様な学習形

態、指導体制の工夫ができるため、地域の人々の協力を得るとともに、地域

の学習機関、学習環境などを積極的に活用する。 

 

（5） 人権教育に関する学習教材の整備 

    人権学習を進める上で、人権問題に関する教材を開発し、必要に応じて継

続的に増補、改訂し、体系的な人権学習教材の整備を行う。 

   ・子供の主体的な学習が促されるよう、参加体験型の学習などの学習形態や

手法等を取り入れる教材の開発。 

   ・身近にある人権に関する不合理に気付かせ、自分の生活が地域社会や世界

と密接につながって成り立っていることを理解させる教材の開発。 

   ・児童生徒が、様々な人権問題を分かりやすく学べる教材の開発。 

 

４ 教育相談体制の充実 

（1） 研修を生かした教育相談体制の充実 

    総合教育センターや教育委員会で行われる初級、中級、上級の各学校カウ

ンセリング研修会の修了者が各学校において中心となり、児童生徒の悩みや

不安などを解消するために、学校教育相談体制を充実させる。 
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（2） 相談員等の協力体制の充実 

    スクールカウンセラー、相談員と協力員との連携を密にし、児童生徒の理

解を深める協力体制の充実に努める。 

 

（3） 関係機関等との連携の強化 

    専門的な指導、援助が得られる関係機関等との連携に努める。児童生徒の

健全育成、人権に関する問題の解決に向けては、教育相談体制だけでなく関

係機関との連携を強化していく。 

 

５ 教職員の研修の実施 

（1） 計画的・継続的な研修の実施 

    人権教育の実施に当たっては、人権教育に関わる教職員研修を計画的・継

続的に実施する。 

   ・人権及び人権問題の正しい理解を図り、人権課題の解決に向けて意識を高

める。 

   ・日常の教育活動においても豊かな人権感覚を身に付け、あらゆる教育活動

を展開し、人権を尊重する教育に取り組む。 

 

（2） 指導力を高める研修 

    人権教育を効果的に推進するためには、教職員の指導力を高める研修を実

施する。 

   ・事例研修会、授業研究会、研修報告会などを計画的に実施する。 

   ・人権課題ごとの指導者を招聘し、各人権課題についての理解を深める。 

   ・「人権感覚育成プログラム」を活用した参加体験型研修の充実を図る。 

    

６ 学校等、家庭、地域社会相互の連携 

（1） ＰＴＡ活動 

    ＰＴＡ活動や保護者会等を通して、学校等における人権教育への理解を深

めるとともに、人権意識を高めていく。そのため、ＰＴＡ活動等に人権教育

の研修会を計画的に位置付けて実施する。 

 

（2） 家庭との連携 

    家庭は人権教育の出発点である。幼児期から豊かな情操や思いやり、社会

的ルールの尊重、善悪の判断など、子供の人間形成を図る上で極めて重要な

場である。そのため、家族愛や親子のふれあいの大切さを呼びかけるととも

に、学校等は積極的に情報を提供したり、相談の機会を設けるなど家庭との

連携を密にして推進する。 
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(3) 地域に開かれた学校等としての役割 

    学校等は地域の実態を把握し、地域社会の一翼として、共に人権課題を解

決する取組を進めることが重要である。そのため、住民の人権意識の高揚を

図るために、教師が地域での学習の講師として力を発揮することも大切であ

る。また、学校等で発行する通信や、保護者向け人権啓発資料等を通した情

報提供や学校開放等を積極的に実施し、学校等、家庭、地域社会の連携を強

化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 15 - 

Ⅳ 社会教育における人権教育 

１ 生涯学習の視点に立った人権教育の推進 

(1) 生涯学習に位置付けた人権教育の推進  

    人権教育は、幼児から高齢者に至る幅広い層を対象とし、自己の充実や生

活の向上、活力ある地域社会づくりのため、継続的に行う学習活動の一つで

あり、生涯学習に位置づけ推進する。 

 

(2) 学習機会の提供、充実 

    これまで取り組んできた学習方法を見直し、単に人権問題を知識として学

ぶだけではなく、日常生活において態度や行動に現れるような人権感覚を育

成できる学習機会を提供し、充実させる。 

・市民のライフスタイルを考慮し、多くの人が参画できるような学習機会を

設ける。 

・公民館等の講座の中に人権学習の内容を位置付け、学習者が積極的に学習

できるようにする。 

   ・自治会をはじめ、市民の自主的な活動やＰＴＡ等の活動と連携を図る。 

・身近な人権課題や年齢層に合わせた人権課題、学習が必要とされる人権課

題等を取り上げて、幅広い年齢層に対応できるよう工夫する。 

   ・互いに意見を述べ合い、人権を尊重した行動ができるようにする。 

・人権感覚を培い、自他の人権を尊重し合うことができるようにする。 

・「人権感覚育成プログラム」を活用し、豊かな人権感覚を培い、自他の人権

を尊重し合うことができるようにする。 

 

(3) 学習教材の開発、提供 

    これまでの学習教材の見直しを図り、様々な人権問題を理解し、人権問題

解決のために行動できるような教材の開発、提供を行う。 

   ・学習が単に知識の取得にとどまらず、人権への配慮がその態度や行動に現

れるような人権感覚が身に付くような内容とする。 

   ・様々な人権問題を共感的に理解し、自分自身の課題として捉えられるよう

な内容とする。 

   ・日常生活の中の人権感覚を育成する内容とする。 

 

２ 人権教育の基盤を作るための家庭教育の充実 

(1) 家庭教育の重要性の認識  

    家庭は、子供の成長にとって、その基礎的な資質や能力を培い、人格を形

成する上で重要な場であり、豊かな情操や思いやり、生命を大切にする心、

善悪の判断等の基礎を育む場でもあることの認識を持てるようにする。その
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ため、家庭教育の充実を図り、人権教育の基盤を育てる。 

 

(2) 学習機会の提供、充実 

    豊かな人権感覚が身に付くように、家庭教育に関する親の学習機会の充実

や情報の提供を図る。 

   ・家庭が果たす役割についての情報を提供したり、子育て等についての相談

体制や学習機会を提供する。 

   ・多様な地域活動を展開することにより、親子の触れ合いや子育ての問題等、

身近な問題について情報交換が行える地域コミュニティ作りを支援・充実

させる。 

 

(3) 幼児教育、学校教育との連携 

    家庭の中で育まれた思いやりの心や生命を尊重する心などを更に高めるた

めに、幼稚園、保育所、学校が連携を深める。 

 

３ 人権教育を推進するための指導者の養成 

(1) 新たな人権問題に対応できる指導者の養成 

    人権一般の普遍的な視点からの取組、具体的な人権課題に即した個別的な

視点からの取組を推進するために、広い識見があり各人権課題について幅広

い知識を持つ指導者の育成、学習者の価値観やニーズの多様化に合わせ、具

体的な内容を系統的に組み立て、効果的な学習の手法を身に付けた指導者を

養成する。 

 

(2) 身近なリーダーの養成 

    学習者が人権問題を直感的に捉える感性や日常生活において人権への配慮

が態度や行動に現れるような人権感覚を身に付ける人権研修を実施し、家庭

や地域・職場などで人権課題の解決に向け、行動することができる身近な人

権リーダーを養成する。 

 

４ 人権教育研修会の充実 

(1) 地域の実態に応じた研修会の実施 

    地域の実態に応じ、各人権課題に対応した講師を招いた研修会を実施する。

また、豊かな人権感覚が身に付けられるよう、身近な問題についての意見交

換をするなど創意工夫した研修会を実施する。 

 

(2) ボランテイア活動、福祉活動の充実 

    子供の社会性や思いやりの心、豊かな人間性を育むため、ボランティア活

動、社会奉仕体験活動、自然体験活動などをはじめとする多様な体験活動を
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充実させる。また、そのための環境整備を図る。 

 

(3) 参加体験型学習の実施 

    人権教育を推進するにあたり、学習者自身がお互いの気付きや考えを共有

しながら学習活動に参加し、人権に関する行動力や意欲を高めようとする参

加体験型学習は、有効な手法の一つである。今までの講義形式の学習に加え、

ディベート、ロールプレイ、フィールドワーク等の学習を効果的に組み合わ

せて実施する。この学習を通して、参加者は人とのコミュニケーションや協

力の仕方、課題に対する探求の方法、問題解決の能力等を育てることができ

る。 

 

５ 地域に根ざした人権教育の推進 

(1) 学校等・家庭・地域社会相互の連携 

    地域社会の在り方やその地域にあるものの見方や考え方は、人々の人権意

識の形成に大きな影響を与える。様々な人と出会ったり、多様な価値観に触

れたりしながら、他者を尊重する態度や共に生きていく姿勢が身に付いてい

くようになる。学校等、家庭、地域社会相互の連携は、今後一層求められる

ことから、一人一人が大切にされる地域コミュニティ作りに向け、学校等、

家庭、地域社会それぞれが持つ役割を担いつつ、お互いに連携・協働した取

組を進める。 

 

(2) 開かれた学校等を目指した支援 

  学校等は、子供たち一人一人の生きる力を育むため、地域に住む人々や身

近にある企業や教育機関がもつ専門性や知識・技能及び態度などを、学校教

育を支える教育力として求めている。地域には、年齢・性別・国籍等様々な

違いを持った人々が暮らしており、趣味や特技、専門的な知識や技能なども

それぞれ異なっている。こうした地域が持っている人的資源を生かしながら、

人権課題の解決を図る。また、学校等は地域社会の教育文化施設として大き

な役割を果たしてきた。学校等の持つ人的・物的な資源を生かしながら、地

域の課題の解決に向け、学校等と地域が相互に連携する体制を整備する。 

 

(3) 企業・ＮＰＯ等との連携 

    企業やＮＰＯ（注１８）等では、人権教育や啓発、更に人権擁護の分野にお

いて、幅広い取組が行われている。これらの豊富な知識や経験を取り入れる

ことは大切である。人権教育をより一層効果的に推進していくためには、既

存組織との連携の強化のみならず、企業やＮＰＯ等と積極的に連携する。 
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Ⅴ 各人権課題に対する取組 

１ 女性の人権に関わる教育 

(1) 現状と課題  

    国連は、１９７５年を「国際婦人年」とし、１９７６年から１９８５年を

「国連婦人の１０年」として、世界的な規模で女性の地位向上に取り組んだ。 

    昭和６０年（１９８５年）に我が国が批准した「女子に対するあらゆる形

態の差別の撤廃に関する条約」の前文の中で、「国の完全な発展、世界の福祉

及び理想とする平和は、あらゆる分野において女子が男子と平等の条件で最

大限に参加することを必要としていることを確信する」と明記している。 

    平成７年（２００５年）に第４回世界女性会議で採択された「北京宣言」

においては「女性の権利は人権である」と定義され、「行動綱領」では１２の

領域を定め、女性に対する暴力の根絶、意思決定における女性の参加、女性

の地位向上、メディアにおける女性の参加、環境における意思決定への女性

の参加、女性に対するあらゆる差別の撤廃等、各国政府がとるべき行動が明

記された。 

    我が国では、平成１１年に、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待

遇の確保等に関する法律」が改正施行され、募集・採用、配置、昇進等、雇

用管理における女性に対する差別が禁止され、また、職場におけるセクシャ

ルハラスメント（注１９）は女性に対する暴力であり、事業主に対して排除の

徹底が求められている。 

    平成１２年には「ストーカー行為等の規制等に関する法律（注２０）」が平

成１３年には「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（注

２１）」が施行された。しかし、その後も配偶者からの暴力やストーカー行為

による被害等の事件が後を絶たず、施策の一層の強化の必要性から、それぞ

れ改正法が施行されている。 

    上尾市では、平成１１年に施行された「男女共同参画社会基本法（注２２）」

の内容を踏まえ、平成１３年に「デュエットプラン２１（注２３）」を策定し、

女性の人権が守られる男女共同参画社会の実現を目指して総合的な施策を推

進してきた。その後、平成２３年には「第２次デュエットプラン２１」を策

定し、配偶者等からの暴力の根絶と被害者の自立支援を重点項目の一つに挙

げ、施策を推進している。 

    しかしながら、今なお固定的な性別役割分担意識は根強く残っており、女

らしさ、男らしさという観念による思い込みや決め付けなど、ジェンダー（注

２４）に基づく考え方が日常生活の中に存在している。また、こういった性別

による差別を容認している現在の社会は、女性の社会進出を阻み、さらには、

女性に対する暴力やセクシャルハラスメントなど、人権を侵害する問題をも

引き起こしている。そこで、女性も男性も自分らしく生き生きと生活できる

社会の実現に向けて、女性の人権に関わる問題を解消し、男女平等の理念に
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基づく教育を推進していく必要がある。 

    そして、誰もが社会的・文化的側面からみた性別、男女の性に対して敏感

で、自分らしく個性豊かに生きることのできる社会の実現を図るための社会

システムづくりを進めるとともに、その実現に向けて取り組むことのできる

子供たちを育てる教育を推進していかなければならない。 

 

(2) 女性の課題に係る人権教育の推進について  

    女性に対する人々の意識や行動、社会の慣習・慣行の中にある差別意識や

男女の固定的な性別役割分担意識を是正し、女性の人権が尊重されるととも

に、人権意識に基づいた男女平等観の形成の確立を図るための人権教育を推

進する。 

    

＜学校教育における人権教育推進方策＞ 

    ・男女の固定的な考え方や生き方の変革を促す学習内容の構築を図るとと

もに性暴力やセクシャルハラスメントなどの人権侵害を子供たちが正し

く認識し、行動できるよう取り組む。 

    ・男女共同参画社会が、男女が共に個性豊かに生きていくことを実現して

いくものであることを理解させ、互いの人権を尊重し合う人間関係づく

りについて取り組む。  

    

＜社会教育における人権教育推進方策＞ 

    ・長い歴史の中で培われてきた社会的、文化的側面からみた性別、男女の

性に基づく役割分担意識が、女性の人権問題に深く関わっていることを

認識させるとともに、男女の置かれている状況を把握し、社会全体の課

題として捉え解決していく態度の育成を図る。 

    ・男女共同参画社会が、男女が共に個性豊かに生きていくことを実現して

いくものであることを理解させ、互いの人権を尊重し合う人間関係づく

りについて取り組む。 

 

２ 子供の人権に関わる教育 

(1) 現状と課題 

    国連は、１９８９年に「児童の権利に関する条約」を採択し、我が国は平

成６年（１９９４年）に批准した。この条約は、子供は保護の対象であるだ

けでなく権利行使の主体であるという認識に立ち、子供の最善の利益を優先

するという精神で貫かれている。学校等、家庭、地域において、子供の人権

が大切にされ、子供が安らぎや喜び、充実感などを得ながら生活できるよう

支援していくことが強く求められている。 

    上尾市では、平成２７年に「上尾市子ども・子育て支援事業計画（注２５）」

を策定し、「安心して子どもを産み育て、子どもが伸びやかに育つまちづくり」
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を基本理念に、子供の健やかな成長を支援し、子供たちの笑顔があふれ、子

供の成長に喜びや生きがいを感じながら、安心して子育てすることができる

まちづくりを目指し、子育て支援の施策を推進している。また、深刻な問題

となっている児童虐待に対しては、平成１８年に上尾市子ども支援ネットワ

ークを設立し、関係機関と適切に連携しながら、児童虐待の早期発見、早期

対応及び虐待防止などを行っている。さらに平成２６年には「子ども・若者

育成支援推進法（注２６）」に基づき、子ども・若者の育成支援に関する相談

に応じ、関係機関の紹介その他の必要な情報の提供及び助言を行う拠点とし

て、上尾市子ども・若者相談センターを設置している。 

    しかしながら、情報化、国際化、核家族化、少子化、高齢化などの社会の

変化の影響により、学校においては、いじめ、不登校など様々な問題が発生

し、偏差値という価値観を押し付けられ、競争が助長されるなど仲間づくり

が難しくなっている。子供たちは互いに不信感を強めたり、無力感を深めた

りするようになっている。また、互いを疎外したり排除したりする傾向も見

逃すことはできない。 

    家庭においては、少子化の影響で家族の形態や生活様式が変わり、家族制

度の良い面が崩れて家庭での教育機能が低下したと指摘されている。また、

子育てや子供とのかかわりに悩みや不安を持つ家族が増加している。このよ

うな現状から、家族一人一人の人権が尊重される家庭づくりが求められてい

る。さらに、各家庭における教育を支えるため、幅広い支援体制をつくるこ

とが必要になっている。そのためには、学校等、家庭、地域が一層の連携を

図っていかなければならない。 

    こうした現状を踏まえ、学校教育においては、全ての子供たちに人権を尊

重しようとする主体的な態度や行動力を育むことを目覚めさせなければなら

ない。そのためには、方法論や推進体制などの面で新しい試みを積極的に取

り入れるべきである。 

 

(2) 子供の課題に係る人権教育の推進について  

    子供の人権を守るためには、基本的人権の尊重を基本理念に掲げ、子供の

権利を尊重する社会づくりのための人権教育を推進する。特に児童虐待、い

じめ、体罰など深刻な権利侵害に対して、福祉、保健、教育、警察などの関

係機関が、家庭や地域と連携し、子供の権利が尊重され、保護されるような

環境をつくる。 

    

＜学校教育における人権教育推進方策＞ 

    ・いじめや不登校に対し、その解消に向け積極的に取り組んでいく。 

    ・子供たち自身が自分たちの暮らしに即して、「児童の権利に関する条約」

について学べるようにする。 

    ・人権の尊重、多文化共生などの考えを重視した教育内容、教育活動の充

実を図り、一人一人の子供が互いを認め合い自分らしく生き生きと生活
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できるようにする。 

    ・児童虐待防止に向けた適切な対応が行われるよう、虐待の早期発見・早

期対応について教職員の共通理解・共通行動を図る。 

 

 ＜社会教育における人権教育推進方策＞ 

・子供たちの実態を正しく把握するとともに、地域、家庭において「児童

の権利に関する条約」についての理解と学習を推進する。 

・子供たちの人権の尊重、虐待を許さず、地域社会で子供を育てるという

視点から生活を見直し、その中にある問題を主体的に解決していく態度

や実践力の育成に取り組む。 

 

３ 高齢者の人権に関わる教育 

(1) 現状と課題 

    １９９１年の国連総会において「高齢者のための国連原則（注２７）」を含

む決議を採択し、高齢者の自立と参加など、活力ある高齢化社会の実現を提

唱している。  

    我が国においては、平成２５年に４人に１人が６５歳以上の高齢者となり、

本格的な高齢化社会が到来し、今後もさらに高齢化が進んでいくことが見込

まれる。 

    上尾市においても、高齢化率（総人口に占める６５歳以上の人口割合）は、

平成１８年の１６．２％から平成２８年には２５．３％へと上昇し、人口の

高齢化が急速に進んでいる。このような状況の中で、多くの高齢者は健康で

あり、積極的に社会参加を行っているが、疾病や障害により長期にわたって

介護を必要とする人々には、自分の意思が尊重されるような適切な介護サー

ビスが提供されなければならない。また、一人暮らし世帯と夫婦のみ世帯の

割合が増加し、同居世帯が減少していく傾向にある中で、学校等や地域社会

においても子供と高齢者がふれ合う場が少なくなっており、両者の交流がよ

り求められる。なお、寝たきりや認知症などの高齢者介護に関わる人権問題

も指摘されている。 

    近年、家庭や施設において、高齢者に適切な介護が提供されない「介護放

棄」や暴力を加えられる「身体的虐待」、言葉の暴力により心理的精神的に追

い詰められる「心理的虐待」、資産が勝手に使われたり処分されたりする「経

済的虐待」などの様々な人権侵害が報告されている。一方、「老・老介護」な

どの高齢者を介護する人が過大な介護負担を強いられるなどの問題も指摘さ

れている。このようなことから、高齢者及び介護者の人権を守るため「高齢

者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」が平成１８年

４月に施行されている。この法律に基づき、平成１８年度から平成２６年度

にかけて高齢者虐待の対応状況等の調査が、厚生労働省により実施されてい

る。その結果、全国で高齢者虐待と認められた件数は、平成１８年度の時点
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では要介護施設従事者等によるものが５４件、家族や親族等養護者によるも

のが１２,５６９件であったものが、平成２６年度にはそれぞれ３００件、１

５,７３９件と増加傾向にある。 

    今後は、高齢者の人権について理解を深め、世代間の相互理解を深める教

育・啓発活動に取り組むとともに、学校等、家庭、地域において、人々が積

極的に高齢者と交流し、共に学習し合うことを通して高齢者の生き方や願い

を共有し、生きていることの尊さを共感し、互いを認め合う人間関係づくり

を目指さなければならない。また、高齢者の介護について正しく理解し、一

人の人間としての尊厳を大切にし、対等の関係をつくらなければならない。 

    そこで、高齢者が子供と共に学習したり、活動したりする中で互いを理解

し合っていく環境づくりを進めていくと同時に、高齢者が置かれた様々な状

況の背景を理解し、本格的な高齢者社会について自分の問題として捉える教

育を進める必要がある。これらのことを踏まえて、学校等や地域において高

齢者の人権に関わる教育を推進していかなければならない。 

 

(2) 高齢者の課題に係る人権教育の推進について  

    高齢者の人権を尊重するとともに、高齢者自らの意思に基づき、知識や経

験を生かして、家庭や地域の中で積極的な役割を果たせるようにする。また、

社会を支える重要な一員として各種の社会的活動に積極的に参加できるよう

な人権教育を推進する。 

 

＜学校教育における人権教育推進方策＞ 

・高齢者の生き方や高齢化社会の在り方についての学習を通して、高齢者

に対する差別や偏見の問題に気付くとともに、自分自身の課題として捉

え、主体的に解決を図る態度を育成する。  

・学校等や地域で子供たちが高齢者と交流活動する中で、高齢者の願いや

考えを子供たちに理解させ、また、子供たちに高齢者に対する尊敬や感

謝の心を育む機会を充実する。  

  

＜社会教育における人権教育推進方策＞ 

・ 高齢者の実態を正しく把握し、高齢者の人権の尊重と生きがいの実現を、

社会全体の課題と認識し、共に解決していこうとする態度の育成に取り

組む。 

・ 学校等や地域で子供たちが高齢者と交流活動する中で、高齢者の願いや

考えを子供たちに理解させ、また、子供たちに高齢者に対する尊敬や感

謝の心を育む機会を充実する。 
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４ 障害者の人権に関わる教育 

(1) 現状と課題 

    １９８１年の国際障害者年や１９８３年から１９９２年の「国連・障害者

の１０年」では、障害者の「完全参加と平等」を広く世界に訴え、ノーマラ

イゼーション（注２８）の理念と障害者の人権の確立の必要性を強調している。  

また、平成１８年（２００６年）には障害者の人権及び基本的自由の享有を

確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的に「障害者の権利

に関する条約」が国連総会において採択された。 

    世界の動きに合わせて、我が国でも取組が進み、平成５年に「障害者基本

法（注２９）」が公布され、「すべての障害者は、個人の尊厳が重んじられる社

会を構成する一員として、あらゆる分野の活動に参加する機会を与えられる

ものである」という基本的な認識の下、平成１４年には、「障害者基本計画」

が閣議決定された。また、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられ

ることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向

け、障害を理由とする差別の解消を推進することを目的として「障害を理由

とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が制定され、平

成２８年４月１日から施行されている。 

    上尾市では、ノーマライゼーションとリハビリテーション（注３０）の理念

を踏まえ、平成１１年に「あげお障害者プラン」を策定し、障害者の「完全

参加と平等」を実現していく取組を進めてきたが、その後の障害者を取り巻

く環境の変化に的確に対応するため、平成２１年に「上尾市障害者支援計画」

を策定し、障害者が社会の一構成員として障害のない人と分け隔てられるこ

となく、地域の中で共に育ち、学び、生活し、働き、活動できる社会の実現

を目標に、障害者支援の施策を推進している。 

    しかし、社会の中には、今も障害者が生活することを妨げる多くのバリア

が横たわっている。歩道と車道の段差、スロープやエレベーターのない公共

施設、障害者対応トイレの不備などの物理的なバリア、入学、就学、資格試

験などの際の制度的なバリア、無知、無関心そして差別、偏見といった意識

上のバリア、視覚障害者や聴覚障害者などへの情報伝達のバリアなどがそれ

である。 

    そこで、これらのバリアは、障害のある人に大きなハンディキャップを負

わせているという現状を捉え、だれもが社会や個人はバリアをなくすために

できることは何かということに気付き、行動することが求められている。 

    このような課題を踏まえて、学校等や地域において、対等な関係の下に共

に学び合う場をつくり、ノーマライゼーションの考えに基づいた社会を実現

していくための教育を推進していかなければならない。 

 

(2) 障害者の課題に係る人権教育の推進について  

    障害者のライフステージの全ての段階において、社会を構成する一員とし
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て活動する社会を目指す「ノーマライゼーション」の理念の下に、それぞれ

の意欲や能力に応じて雇用の機会が確保され、自由に活動し生活できる社会

の実現と、障害者の人権を尊重する人権教育を推進する。 

 

＜学校教育における人権教育推進方策＞ 

・一人一人の違いを認め合い、障害者に対する差別や偏見の問題を解決し

ていく実践力を身につけるため、共に生きる社会を目指す学習内容を創

造する。また、障害者自身への教育という視点から、特別支援教育等の

充実に努める。  

・障害者自身の自己選択や自己決定を尊重し、その思いや願いを共有、共

感することを通して、支援やネットワークの活動に主体的に関わる態度

の育成を図る。  

・各教科、道徳、特別活動、外国語活動、総合的な学習の時間を中心とし

た全教育活動を通じて、障害者理解教育を推進する。 

  

＜社会教育における人権教育推進方策＞ 

・障害者の抱える問題を、その人個人の問題であると同時に、社会の中に

存在する問題であると捉え、社会全体の課題と認識し、共に解決してい

こうとする態度の育成に取り組む。 

・障害者自身の自己選択や自己決定を尊重し、その思いや願いを共有、共

感することを通して、支援やネットワークの活動に主体的に関わる態度

の育成を図る。 

・公民館等で活動する知的障害青年学級のように、障害者本人が参加でき

るような場の提供に努める。 

 

５ 同和問題に関わる教育 

(1) 現状と課題 

    国は、同和地区の生活環境等の安定向上は、一定の成果を上げたとして平

成１４年３月、特別対策としての同和対策を終了した。今日では、かつての

劣悪な住環境は大きく改善され、差別的な言動や対応があからさまに行われ

ることも少なくなった。 

    しかし、結婚や就職を中心に心理的差別意識が依然として顕在化しており、

差別意識に基づく不正な身分調査が行われる事件も近年発生している。また、

匿名性を悪用したインターネット上での差別情報の書き込みや、公共の場所

での差別落書き、偽名での差別文書の郵送などの陰湿な差別事象も発生して

いる。 

    今後は、これまでの取組の成果の上に、残された課題解決のための一般対

策として、同和対策を推進していく必要がある。その際、心理的差別解消に

向けて、効果的な推進を図ることが大切である。学校における同和教育も、
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人権教育の中の１つとして今後も推進していく。 

 

(2) 同和問題に係る人権教育の推進について  

    これまでの同和教育は、同和問題だけでなく、子供、女性、障害者など様々

な人権問題に取り組み、人々の人権意識の高揚を図ってきた。今後は、同和

教育を人権教育の中に位置付け、同和問題の課題である心理的差別の解消に

より視点を当てた内容とする。 

 

＜学校教育における人権教育推進方策＞ 

・子供及び地域の実態を把握し、部落差別の解消を図る教育を推進する。 

・子供の発達段階に応じて、同和問題の正しい理解を図る学習を実践する。 

・部落差別を正しく認識し、共感的理解を図るとともに、差別をなくして

いくことができる児童生徒を育成する。 

    

＜社会教育における人権教育推進方策＞ 

・部落差別の解消に向けて、住民の意識が行動力まで高まるような、参加

体験型の学習を取り入れた研修会を実施する。 

・同和問題をはじめ様々な人権問題に対する知識・理解が深まり、人権課

題解決への意欲を喚起するような、人権感覚の育成を図る学習プログラ

ムの開発に努める。 

 

６ 外国人の人権に関わる教育 

(1) 現状と課題 

    市内には多くの外国人やその家族などが生活している。現在、日常生活や

労働現場において、この外国籍市民等についての制度的、社会的な差別があ

る。また、歴史的背景やそれぞれの国の宗教、文化・習慣への十分な理解が

なされていないこともあり、それらの人々に対する偏見や差別意識が存在し、

人権侵害につながる事象も発生している。 

    国際化の進展に伴い、上尾市内にも多様な国籍や文化、生活習慣を持った

多くの外国籍市民が暮らしている。市では、平成１４年に「上尾市国際交流

推進計画」を策定し、さらに平成２４年には「国際交流」から「多文化共生

（注３１）」へ向けた流れの中で「上尾市多文化共生推進計画」を策定し、上

尾市国際交流協会（注３２）の協力を得ながら、学校教育における国際理解推

進のための教育や、外国人向けの日本語教室の開催、相談窓口としてハロー

コーナーの整備など外国籍市民も暮らしやすいまちづくりに努めてきた。 

    しかし、外国籍市民の増加・定住化が進む状況の中、外国籍市民が抱える

問題も変化している。ハローコーナーに寄せられた相談内容からは、外国籍

の人に対する偏見に基づく賃貸住宅への入居拒否や就労に対する差別など、

基本的人権に関わる分野に加え、税金、年金、保険、教育や福祉など、日常
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生活に密着したものも多く、相談内容も複雑・深刻化している。 

    さらに、言葉の違いによる生活上の不便も日常的にあり、日本語学習機会

の保障や相談体制の充実が求められているほか、特に医療面での正確な通訳

者の確保や災害などの緊急時の情報伝達など早急に取り組まなければならな

い課題があり、外国籍市民等の子供たちの学習保障や教育環境を整備してい

く必要もある。 

    これらの問題の解決を図るために、特に、教育関係者が外国籍市民等の人

権問題についての理解・認識を深め、それぞれの子供のアイデンティティ確

立の支援をするとともに、学校教育、社会教育などの場で、全ての子供が、

外国籍市民等の置かれている状況や歴史的背景、それぞれの国の文化や習慣、

宗教について学習を深め、互いの違いを認め尊重し合うことのできる社会の

実現を目指す教育を推進していかなければならない。 

 

(2) 外国人に係る人権教育の推進について  

    外国人が国籍や文化の違いに関わらず、誰もが基本的人権を尊重されると

ともに、地域の豊かさを享受できる環境づくりを進め、外国籍市民も快適で

生き生きとした豊かな生活を送れる社会づくりと、お互いの人権を尊重し合

う人権教育を推進する。 

 

＜学校教育における人権教育推進方策＞ 

・全ての子供が、我が国で暮らしている外国籍市民等の歴史的経緯や社会

的背景を理解・認識するための学習を推進するとともに、学校等や地域

の実態に応じ、関係する国の歴史や文化･習慣について理解を深める多文

化共生の学習を進める。 

・外国籍市民等の子供が、民族や自国に対する誇りを持ち、自己の主体性

を確立できるよう学習支援するとともに、全ての子供が共に学び、共に

育つことができる仲間づくりを支援する。 

・外国籍市民等の子供の進路の実態を把握するとともに、持てる能力や適

性が十分に発揮され、それぞれの子供の自己実現を図ることができるよ

う、適切な支援に取り組む。 

  

＜社会教育における人権教育推進方策＞ 

・教育施設等を利用し、諸外国の文化・伝統等を理解するとともに、広い

視野を持って異文化を尊重する態度を育成する学習機会や、交流を深め

る機会の提供に努める。 

・外国籍市民等が、地域で生き生きと豊かに暮らせるようにするための、

日本語学習等の機会の提供に努める。 
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７ ＨＩＶ感染者等の人権に関わる教育 

(1) 現状と課題 

    ＨＩＶによる感染症で、進行性の免疫機能障害を特徴とする疾病であるエ

イズ（注３３）は、近年、治療薬の研究開発が進み、死に至ることも減少し、

病気の進行を止めることも可能になっている。エイズは日常生活で感染する

ことはないが、誤った知識や理解不足から、就職をはじめ日常生活において

患者や感染者への差別がみられる。本人の同意なく検査し就職を拒否すると

いう事件や、感染するからといって近所付き合いを拒否するなどの差別が明

らかになっている。また、家族の結婚や就職のため、差別を恐れ感染してい

ることを隠して生活している人もいる。 

    ハンセン病は、らい菌により末梢神経や皮膚が侵される感染症であるが、

遺伝病ではなく、現在は外来治療だけで確実に治癒する。しかし、かつては

不治の病あるいは遺伝病と考えられ、特に昭和６年（１９３１年）以降、患

者は法律により療養所に強制的に隔離され、結婚も子供を産めない手術を受

けることを条件とされるなど、人間の尊厳を奪われた状態に置かれた。また、

その家族も差別と偏見にさらされた。ハンセン病治療法確立後も、強制隔離

政策等による社会復帰が困難な状況から、治癒者の人たちは訴訟を起こし、

平成１３年に国の損害賠償を認める判決があった。現在、患者や治癒者の人

たちに対する名誉回復等の取組がなされているが、差別や偏見は未だに見ら

れ、ホテルの宿泊拒否のような事件も起きている。 

    今後は、最新の情報に基づく正しい知識や予防の一層の普及、啓発を通じ

て、ＨＩＶ感染やハンセン病に対する偏見の払拭を図るとともに、患者・感

染者、治癒者の思いや願いに学び、共に生きる態度や行動力を育むための教

育を推進していく必要がある。 

 

(2) ＨＩＶ感染者等に係る人権教育の推進について  

    患者・感染者への差別の実態を正しく捉えるとともに、感染者の生き方か

ら、差別や偏見、生命に対する考え方や願いを把握し、共に解決していこう

とする態度の育成を図り、差別に向き合う患者・感染者の生き方を理解し、

ＨＩＶ感染者等の社会的背景についての考えを深め、共に生きる社会を築こ

うとする態度や実践力を高める学習に取り組む。 

 

＜学校教育における人権教育推進方策＞ 

・性に関する指導・エイズ教育において、エイズやＨＩＶについての正し

い知識・理解に努めるとともに、学校教育活動全体の中で、各教科、道

徳、特別活動等の特性を生かしつつ、エイズ患者やＨＩＶ感染者に対す

る偏見・差別について相互補完的な指導の充実を図る。 

・ハンセン病に関する啓発資料、ハンセン病資料館等を適切に活用し、ハ

ンセン病についての正しい理解を図るとともに、ハンセン病患者及び元
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患者に対する偏見や差別の解消を目指した学習を推進する。 

 

 ＜社会教育における人権教育推進方策＞ 

・医師会や各種相談機関との連携を強化し、患者に対する誤解や偏見を取

り除くとともに、患者や家族等の人権に十分配慮した教育を推進する。 

・ハンセン病に関する啓発資料、ハンセン病資料館等を適切に活用し、ハ

ンセン病についての正しい理解を図るとともに、ハンセン病患者及び元

患者に対する偏見や差別意識の解消を目指した人権教育を推進する。 

 

８ アイヌの人々の人権に関わる教育 

(1) 現状と課題 

    アイヌの人々は、北海道とその周辺地域に先住していた民族であり、自然

と共生する生活の中で、アイヌ語など独自の文化を発展させてきた。 

    しかし、明治以降北海道の開拓が本格化すると、アイヌ独自の文化や生活

様式は侵害されるようになる。明治３２年（１８９９年）には「北海道旧土

人保護法（注３４）」が制定されて、より一層の同化政策が進められ、伝統的

生活を支えてきた狩猟、漁労が制限、禁止された。また、アイヌ語の使用や

独自の風習も禁止され、アイヌ民族独自の文化が奪われた。 

    こうした中、国際情勢としては、１９８２年に国連において先住民に関す

る作業部会が設置され、１９９３年の「世界の先住民のための国際年」や、

１９９４年１２月から１０年間の「世界の先住民の国際１０年」に関する国

連の決議が採択され、先住民族の権利を守るため、様々な取組が進められた。 

こうした世界の動きに合わせて、我が国でもアイヌ文化を振興し、伝統な

どの知識を普及させ、民族としての誇りが尊重される社会の実現を図ること

を目指し、平成９年に「アイヌ文化の振興ならびにアイヌの伝統等に関する

知識の普及及び啓発に関する法律（注３５）」が施行された。この法律の成立

により、アイヌの人々に「旧土人」という差別的な呼称や内容を押し付けて

いるという批判があったところの「北海道旧土人保護法」はようやく廃止さ

れた。さらに、平成１９年には「先住民族の権利に関する国際連合宣言（注

３６）」が国連総会において採択され、平成２０年に「アイヌ民族を先住民族

とすることを求める決議（注３７）」が国会において採択されたことをきっか

けに、アイヌ民族が先住民族として国の内外でようやく認められることとな

った。しかし、アイヌの人々に対する理解不足などから、今もなお生活や教

育をはじめとして多くの点において格差が存在し、結婚や就職などにかかわ

る偏見や差別の問題も見られる。 

    全ての教育関係者は、アイヌ民族の置かれてきた歴史的な経緯や差別の実

態を正しく捉え、同化政策が進められる中で、アイヌの人々の生活の基盤や

文化が失われてきたという歴史的な背景について、正しく認識するとともに

文化、習慣についての理解を深める教育を推進していかなければならない。 
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(2) アイヌの人々に係る人権教育の推進について  

    アイヌの人々に対して、未だ理解不足などにより生じる偏見や差別が残っ

ている。アイヌの歴史や伝統、文化などについて正しい理解を促進していく

必要がある。   

 

＜学校教育における人権教育推進方策＞ 

・アイヌの人々の暮らしや生き方に関わる歴史的経緯や社会的背景を、子

供たちが正しく認識し、文化や習慣について理解を深めるための学習に

取り組む。 

  

＜社会教育における人権教育推進方策＞ 

・アイヌ民族の置かれてきた歴史的な経緯や差別の実態を正しく捉えると

ともに、一人一人に関わる問題であると認識し、共に解決していこうと

する態度の育成を図る。 

 

９ インターネットによる人権侵害に関わる教育 

(1) 現状と課題 

    情報通信技術の飛躍的な進展は、私たちの生活や産業に大きな変化をもた

らしている。インターネットや携帯電話の普及に伴い、情報の収集・発信や

コミュニケーションにおける利便性が大きく向上するなど、生活は便利にな

った。 

    その一方で、情報発信の匿名性を悪用して、個人に対する誹謗、中傷や差

別的な情報の掲示、プライバシーの侵害、差別を助長する表現等がインター

ネット上に掲載される人権問題が発生している。また、近年では、特にスマ

ートフォンの急速な普及に伴い、子供たちにとってもインターネットが身近

なものとなり、その危険にさらされている。教職員や保護者の知らない非公

式サイトでのいじめや、ＳＮＳ（注３８）やブログなどの「コミュニティサイ

ト」を介して、１８歳未満の児童が児童買春や児童ポルノなどの犯罪被害に

遭う事件が多くなっている。 

そういった中、平成１４年の「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の

制限及び発信者情報の開示に関する法律（プロバイダー責任制限法）」の施行

により、インターネット上の掲示板における権利侵害に対し、侵害情報を削

除する措置を管理者に促し、被害者救済が図られることになった。また、「青

少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法

律」が平成２１年から施行され、インターネット関係事業者にフィルタリン

グの提供を義務化するなどの対策が行われている。 

 

(2) インターネットによる人権侵害に係る人権教育の推進について 

    インターネットや携帯電話の利用上のルールやマナー、個人のプライバシ
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ー等に関する正しい理解についての学習を推進する。また、子供への情報モ

ラル教育を充実させるとともに、教職員や保護者に対しては、インターネッ

トや携帯電話を利用する際の危険性等について研修を行い、子供が加害者に

も被害者にもならないようにする。 

 

＜学校教育における人権教育推進方策＞ 

・発達段階に応じて、インターネットによる人権侵害等の課題について理

解できるよう、情報モラル教育の充実を図る。 

・インターネットや携帯電話による人権侵害の加害者・被害者とならない

ための判断力を身に付ける。 

 

＜社会教育における人権教育推進方策＞ 

    ・情報化の進展が社会にもたらす影響について知り、情報の収集・発信に

おける個人の責任や情報モラルについて学ぶ機会を充実する。 

 

１０ 災害時における人権に関わる教育 

(1) 現状と課題 

    平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災及びそれに伴う東京電力福

島第一原子力発電所の事故は、特に東北地方において多くの人命を奪い、人々

の暮らしを一変させ、生活と心の苦しみをもたらしただけでなく、様々な産

業が風評被害に見舞われた。 

    被災した人たちが身を寄せた避難所においては、生活環境の問題やプライ

バシー保護の問題が生じるとともに、高齢者、障害のある人、子供、外国人

等のいわゆる「災害時要援護者」や女性の避難所生活配慮が問題になった。 

    また、この災害では、根拠のない思い込みや偏見から被災者が差別的な扱

い受けたり、子供が避難先の学校でいじめられたりする問題が起こっている。 

 

(2) 災害時における人権に係る人権教育の推進について 

災害時に、全ての人の人権が適切に守られるよう、市民一人一人が人権へ

の配慮について関心と認識を深めることが必要である。 

 

＜学校教育における人権教育推進方策＞ 

・災害時における人権への配慮について正しい理解を図る。 

・被災地域の人や被災地域からの避難者の人権を尊重し、温かく接するこ

とができる態度を身に付ける。 

 

＜社会教育における人権教育推進方策＞ 

・被災地域の人や被災地域からの避難者に対して、誤った情報等による思

い込みや偏見を持つことなく、お互いの人権を尊重し、共生社会の一員
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としての自覚をもって適切に対応できる態度を身に付ける。 

 

１１ 様々な人権問題に関わる教育 

（1） 犯罪被害者やその家族の人権に関わる教育 

犯罪被害者やその家族の人権が大きな問題となっている。被害者やその家

族は、犯罪の直接的な被害のみならず、これに付随して生じる精神的、経済

的被害等いわゆる二次的被害を受ける場合が多い。また、その後の捜査等の

過程で精神的被害がさらに深くなる場合や、マスメディアの報道による人権

侵害の問題もある。 

犯罪被害者に対する各種の支援体制は未だ十分とは言えず、行政・司法・

民間の機関・団体が被害者支援に取り組み、被害者の人権の保障を図るとと

もに、市民が犯罪の被害にあった人の置かれている状況を理解し、支援に協

力していくことが必要である。 

学校教育、社会教育の中で、犯罪被害者やその家族の人権侵害について、

正しい理解を深める教育を推進する。 

 

(2) 北朝鮮当局による拉致問題に関わる教育 

１９７０年頃から８０年頃にかけて北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）に

よる日本人拉致が多発し、現在１７人が政府によって拉致被害者として認定

されている。平成１４年（２００２年）に行われた日朝首脳会談において、

北朝鮮は拉致について国家的関与を認めて謝罪し、平成１６年までに政府が

認定した拉致被害者１７人のうち拉致被害者５人と家族８人の帰国が実現し

た。 

    その後も日朝間の協議は断続的に行われてきたが、平成２０年（２００８

年）の日朝実務者協議で、日本の制裁措置の一部解除を条件に、北朝鮮は拉

致被害者の再調査を約束した。しかし、その後、実行されないままとなって

いる。 

    学校教育、社会教育の中で、拉致問題についての正しい理解を図り、被害

者や被害者家族の心の痛みや叫びに共感する心情を育むとともに、人権課題

の一つとして関心と認識を深めるための取組を推進する。 

 

(3) 刑を終えて出所した人の人権に関わる教育 

    裁判による刑を終えて出所した人に対する人々の偏見は強い。出所しても

住居の確保も難しく、就職も困難を極めているために、再犯に至るという悪

循環が断ち切れないという問題がある。 

    学校教育、社会教育の中で、刑を終えて出所した人の問題について学習し、

偏見による社会的排除によって、再犯に至るという悪循環の問題を正しく捉

えることによって、社会に包摂していく態度の育成を図る。 
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(4) 性同一性障害をはじめとした性的マイノリティの人権に関わる教育 

    性同一性障害（注３９）をはじめとした性的マイノリティ（注４０）に対する

差別や偏見により、就学就労等社会生活上の制約を受ける問題が生じている。 

学校教育、社会教育の中で、性同一性障害をはじめとした性的マイノリテ

ィに対する正しい理解を深めるとともに、本人や家族の心情に十分配慮した

対応が行えるよう、学校等に対する支援を行っていく。 

 

(5) ホームレスの人権に関わる教育 

    ホームレスは、就業の機会や住居の確保が難しく、偏見や差別ばかりでな

く暴行を受ける等の人権問題が生じている。そのため、これらの人々に対す

る偏見や差別をなくすための教育を推進する。 

 

(6) プライバシーの侵害に関わる教育 

犯罪被害者やその家族、少年事件等の加害者及び被害者本人へのマスメデ

ィアの行き過ぎた取材や報道、インターネット等によるプライバシーの侵害

が指摘され、人権が侵害されている場合がある。そのため、情報収集・発信

における個人の責任や情報モラルについて学ぶ機会を提供する。 

 

(7) その他の人権に関わる教育 

    非正規雇用等による生活困窮者問題、強制労働等を目的とした人身取引等

について、正しい理解を深める教育を推進する。 
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Ⅵ 人権が尊重される学校づくり、地域づくりの実現を目指して 

  人権感覚あふれる学校等や地域社会であるためには、日常生活のあらゆる場面

において、人権が尊重されており、その中で一人一人の自己実現が図られていく

場となっていることが必要である。ところが、成長の過程におけるいずれかの時

期に、虐待や差別などの人権侵害を受けると、自己実現を図ろうとする意識が十

分に育ちにくくなる恐れがある。自分自身や親を否定したり、友人との関係が結

びにくくなったりする。そして、それが逆に虐待や差別につながっていくことも

ある。 

  自己の存在を肯定し、他者を尊重しようとする意識は、自尊感情と呼ばれてい

る。その基礎は、幼い頃からの身近な大人との関係で培われる。成長していくに

つれて、この意識は、自分自身を冷静に見つめ、自分の欠点や弱さを受け止めつ

つ、その克服を図ろうとする意識へと変化していく。このような過程を大切にし

ながら自尊感情を育てることは、教育の重要な課題である。 

  学校教育においては、「人権尊重の教育環境づくり」、「自分たちの身近な問題か

ら出発する人権学習」を重点に位置付けて取り組んでいく中で、子供たち一人一

人の自己実現を図るために、自分自身に誇りを持ち、自分らしく生きることのす

ばらしさを実感する学習を組み立てる必要がある。そのために教育関係者は、子

供たちの思いを大切にし、子供たちが意欲を持って自ら表現していくことを重視

するとともに、自己の意識の変革に努めなければならない。 

  社会教育においては、「人権尊重の地域づくり」、「人権尊重の学習環境づくり」、

「指導者の養成と相談・支援の充実」を重点に位置付けて取り組んでいく中で、

家庭や地域において活動している民間団体・ＮＰＯなどとの連携を積極的に図り

ながら、人権教育を推進しなければならない。学校等、家庭、地域の行う人権に

関わる活動との交流や連携を図り、互いのネットワークづくりに努めるとともに、

人権問題の学習ができる場を設け、学習者が主体的に学習に参加する参加型学習

などに取り組むことが必要である。 

  一人一人の自己実現を目指して、人権教育を学校等や地域で推進していくため

の具体的なあり方について、次に示すこととする。 

 

１ 人権感覚あふれる学校づくり 

（1） 人権尊重の教育環境づくり 

    教育関係者は、教育目標として一人一人の人権が尊重された学校づくりを

目指し、人権問題を自分のこととして受け止め、行動する子供の育成のため

の学習計画を作成する。また、子供たちが自主的に学んでいける学校づくり

を進め、一人一人を大切にし合う人間関係の中で、違いを認め合い、共に問

題を解決していける教育内容を創造する。 

    子供一人一人の能力を伸ばす環境づくりを行うとともに、十分な指導の下、

主体的に進路を選択し、実現することができるよう取組を進める。 
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    子供たちが、人権に関わる活動に取り組むボランティアや民間団体などと

の出会いを通して、差別を許さない県民運動や実践報告会、人権講演会等、

地域の様々な人権に関わる活動との連携を進める。 

    学校は、開かれた学校づくりを目指し、積極的な授業の公開や外部指導者

の参画を図り、保護者や地域の人々と共に人権意識の高揚に取り組む。また、

人権尊重の視点で、学校のバリアフリー化を促進し、学校の制度や校則及び

施設・設備を見直すなど改善を進める。子供一人一人の悩みや思いを解決し

ていくために、地域の相談機関などと連携しながら、カウンセリングを充実

させる。 

 

（2） 自分たちの身近な問題から出発する人権学習 

    子供たちの願いや思いを受け止めながら、子供たちがコミュニケーション

能力を身に付け、自己表現や自己決定能力を高めるよう学習を展開する。 

    子供一人一人が、日常生活の課題を仲間と共に受け止めて解決できるよ 

うにするとともに、このことを通じて、子供たちの自分や他者を大切にする

感情を育てる。様々な人権問題を自己と関わるものとして学んでいくという

認識に基づき、子供たちの疑問や問題意識、好奇心や個性などを十分に踏ま

えて、学習内容を創造する。 

    様々な人権問題の現状と、それを克服しようとしてきた歴史を体系的に学

習し、問題を解決するための相互の関連や共通点について、認識を深められ

るようにする。自分自身の生き方や社会の在り方をより良い物に変えていく

ために、人権教育を、日々の行動につながるような学習に組み立て展開する。 

 

２ 人権尊重の地域・家庭づくり 

（1） 人権尊重の地域・家庭づくり 

    住民が、ボランテイア活動や民間団体の活動に触れ、それに参加して人権

問題を自ら解決していくためのネットワークづくりに取り組む。地域での学

習や人権意識高揚のための取組を通して、人権が尊重される地域づくりを進

める。人権尊重の地域づくりに向け、人権に関わる活動に取り組む民間団体

及び個人と連携するとともに、情報交換や現状分析などを協力して行う。   

 

（2） 人権尊重の学習環境づくり 

    「差別の現実から深く学ぶ」という基本認識に基づき、自分たちの生活課

題や地域の暮らしを取り入れた学習資料を作成するとともに、体験的参加型

学習などの研修を充実し、また、人権に関わる活動に取り組む民間団体との

連携、協力を進め、学習の場で様々な人々の参画を促し、学校や家庭などと

ともに人権意識の高揚と人権問題の解決に努めるため、以下のとおりに学習

環境づくりを推進する。 
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ア 人権教育のより効果的な推進のためには、多様な手法で学習を展開でき

るように教材や資料を研究し作成する。 

イ 様々な人権課題に視点を当てた人権教育のプログラムを作成する。 

ウ 学校教育関係職員、社会教育関係職員、市内全ての学校や社会教育施設

で人権に関わる研修を実施する。  

   エ 人権教育推進協議会が、人権教育を生涯にわたる教育として、計画的に

進行できるようにする。人権学習資料の作成や人権学習方法の指導、支援

など、市民自らが人権学習に取り組めるよう「第４次上尾市生涯学習振興

基本計画」の基本理念である「生涯を通して豊かな学びをサポート」によ

る学習環境の整備に努める。  

オ 人権教育推進協議会は、具体的な任務を遂行できるよう推進体制を整備 

する。特に、学校教育、社会教育の現場と緊密な関連を持ち得るように、

教職員、指導主事、社会教育主事、人権教育集会所社会教育指導員、公民

館主事等の実務者レベルの相互連携を図るためのネットワークをつくり、

実務担当者をバックアップする必要がある。 

カ 人権教育集会所を、人権教育推進の拠点として位置付け、学習資料及び

指導者に関する情報提供などを図り、図書室、情報コーナー、情報発信な

どの機能を持たすなど再整備する。 

 

（3） 指導者の養成と支援、相談の充実 

    効果的な学習活動を進めるために、理論、実践及び企画の充実を図るため

の研修を進める。日常生活に基づく具体的な学習資料の開発を進めるととも

に、地域の実態を踏まえた様々な学習のプログラム開発に取り組む。人権に

関わる学習についての相談体制の整備とともに、指導者に対する情報提供な

どに努める。地域社会や学校及び民間団体などにおける人権教育推進担当者

のネットワークづくりに努める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 36 - 

【資料 1】 

用 語 説 明 

注 1（P 1） 世界人権宣言 

 国連は、昭和 23 年（1948 年）12 月 10 日、第 3 回総会で、「世界人権宣言」を採

択し、人権の国際的基準を示した。世界人権宣言は、第 1 条で、「すべての人間は、

生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利について平等である」と規定し、

第 2条では、「人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治上の意見、国民的もしくは社

会的出身、財産、門地その他の地位」などによる差別の禁止を規定し、全ての人間の

自由・平等・無差別の原則を定めている。 

注 2（P 1） 国際人権規約 

 昭和 41 年（1966 年）に国連が採択した規約で、①「経済的、社会的及び文化的権

利に関する国際規約（社会権規約又は A規約）」、②「市民的及び、政治的権利に関

する国際規約（自由権規約又は B規約）」、③自由権規約の議定書から成り立つ。わ

が国は、①及び②の 2つの規約について、昭和 54年（1979年）6月に締結している。 

注 3（P 1） 国際婦人年 

 国際年の 1 つ。昭和 50 年（1975 年）を国際婦人年とし、婦人の地位を高め、男女

差別撤廃を目指す運動が行われた。 

注 4（P 1） 国際児童年 

 国際年の１つ。昭和 54 年（1979 年）を国際児童年とし、全地球的規模で子供の権

利の見直しを行った。その後 10 年の月日をかけて子供の権利の内容とその保障に向

けての手立てが煮詰められ、1989年に歴史上画期的な子どもの権利条約が国連で採択

された。 

注 5（P 1） 国際障害者年 

 国際年の 1 つ。昭和 56 年（1981 年）を国際障害者年とし、障害者の尊厳や権利、

社会参加の確保などを目的にした運動が各国で行われた。 

注 6 (P 1)  国際先住民年 

    国際年の１つ。平成 5 年（1993 年）を国際先住民年とし、先住民族の権利や要求

を世界に知らせる大きなきっかけになった。 

注 7（P 1） 国際高齢者年 

 国際年の 1 つ。平成 11 年（1999 年）を国際高齢者年とし、高齢者の尊厳や権利、

社会参加の確保などを目的にした運動が各国で行われた。 

注 8（P 1） 人権教育のための国連 10年 

 平成 6年（1989 年）の国連総会で、人権教育を「あらゆる人々が、他の人々の尊厳

を学ぶための総合的プロセス」とし、「差別や人権侵害を撤廃していく能力を身につ

けるもの」と位置付け、1995年から 2004年までの 10年間を「人権教育のための国連

10年」と決議した。 

注 9（P 1） 人権教育のための世界プログラム 

  平成 17年（2005年）1月 1日から 10年間、それに先立った「人権教育のための国連 10

年」のフォローアップを目的として国連総会によって決められた計画。 

https://kotobank.jp/word/%E4%BA%BA%E6%A8%A9%E6%95%99%E8%82%B2-182788
https://kotobank.jp/word/%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%82%A2%E3%83%83%E3%83%97-616598
https://kotobank.jp/word/%E5%9B%BD%E9%80%A3%E7%B7%8F%E4%BC%9A-64428
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注 10（P 1） 人権教育のための国連 10年・国内行動計画 

政府は「人権教育のための国連 10年」の採択を受けて、平成 9年に「国内行動計画」

を発表し、学校教育、社会教育などの生涯学習において、女性、子供、高齢者、同和

問題、アイヌの人々、外国人、HIV 感染者、刑を終えて出所した人々などの重要課題

に積極的に取り組むことを提唱している。 

注 11（P 1） HIV 

ＨumanＩmmunodificiency Ｖirusuの略で、ヒト免疫不全ウイルスの意味。 

注 12（P 2） 人権教育・啓発に関する基本計画 

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づき、人権教育・啓発を総合的

かつ計画的に推進するため、平成 14年 3月に策定された計画で、策定方針や構成を明

らかにするともに、わが国の人権教育・啓発の原状、基本的な在り方や推進の方策に

ついて述べている。 

注 13（P 2） 上尾市人権教育・啓発推進計画 

人権教育のための国連 10 年（1995 年～2004 年）に対応し、同和問題をはじめとし

たさまざまな人権問題に関する教育・啓発活動を総合的かつ効果的に推進するための

行動計画及び実施計画書として、平成 12 年（2000 年）３月に上尾市人権教育・啓発

推進本部が取りまとめた計画。 

注 14（P 2） 上尾市人権施策推進懇話会 

上尾市が取り組むべき人権問題の課題や人権施策の方向について、広く有識者の意

見を求めるため、平成 14 年 4 月に設置した懇話会で、同年 10 月に人権施策の推進体

制や人権教育・啓発推進のあり方などを骨子とする「上尾市の人権施策推進のあり方」

を提言した。 

注 15（P 2） 上尾市人権施策推進指針 

平成 16年 3月に上尾市が策定した指針で、市として人権施策を総合的かつ効果的に

推進するため、人権課題や施策展開の方向などの基本的な考え方を示した指針。 

注 16（P 2）  上尾市人権教育推進協議会 

平成 15 年 11 月に設置された。今後の人権施策の中で枢要な部分である人権教育の

推進を担う協議会。 

注 17（P 8） 人権感覚育成プログラム 

埼玉県教育委員会が作成した、豊かな人権感覚を育成するための実践プログラム集。

学校教育編と社会教育編がある。 

注 18（P17） NPO 

Ｎon Ｐrofit Ｏrganizationの略で、民間非営利組織の意味。営利を目的としない

民間団体の総称とされる。平成 10年には、任意団体に法人格を与え、NPOの活動を側

面から支援することを目的とした特定非営利活動促進法（NPO法）が施行されている。 

注 19（P18） セクシャルハラスメント 

相手の望まない性的な誘いや要求その他の性的な発言や行動で、次のように大別さ

れている。対価型は人事権を持つ人が職場における上下関係を利用して個人的関係を

強要するなど雇用上の利益・不利益を条件にした性的嫌がらせ。環境型は容姿・年齢

に対する嫌がらせなど、女性の人格をおとしめる発言や行動を繰り返して、職場環境
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を不快にする行為。 

注 20（P18） ストーカー行為等の規制等に関する法律 

平成 12 年 11 月より施行された法律で、ストーカー行為による危害の発生を未然に

防止し、ストーカー行為を行った者を処罰する等必要な規制を行うとともに、被害者

に対する援助措置などが盛り込まれている。 

注 21（P18） 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ法） 

平成 13年 10月に施行され、これまで「夫婦ゲンカ」「家庭内のもめごと」などと見

過ごされてきた夫など配偶者からの暴力の防止や発見者による通報、警察官による被

害防止措置などが明記されたほか、接近禁止や退去命令といった保護命令制度の創設

や婦人相談所などの役割拡大といった被害者の保護体制の強化などが盛り込まれてい

る。 

注 22（P18） 男女共同参画社会基本法 

  平成 11年 6月に施行された法律で、基本理念には男女が性別により差別的取扱いを

受けないこと、社会の制度や慣行をできる限り中立なものとすること、政策の立案や

決定に男女が共同して参画することなどがあげられており、国に対しては男女共同参

画基本計画を、都道府県には男女共同参画計画の策定を義務付けている。 

注 23（P18） デュエットプラン 21 

上尾市男女共同参画計画の愛称。女性の人権が守られる男女共同参画社会の実現を

目指し総合的な施策を推進するための、平成 13年から平成 22年までの 10年間の計画。

平成 23年には、平成 23年から平成 32年までを計画期間とする「第 2次デュエットプ

ラン」が策定されている。 

注 24（P18） ジェンダー 

社会的・文化的側面からみた性別、男女の性。 

注 25（P19） 上尾市子ども・子育て支援事業計画 

「安心して子どもを産み育て、子どもが伸びやかに育つまちづくり」を目指した施

策を推進するための子供・子育てに関する総合計画。平成 27 年から平成 31 年までの

5年間を計画期間とする。 

注 26（P20） 子ども・若者育成支援推進法 

平成 22年 4月に施行された法律で、子供・若者育成支援施策の総合的推進を図るため、

枠組みの整備や、社会生活を円滑に営む上で困難を有する子供・若者への支援を行う地域

ネットワークづくりを推進することを目的としている。 

注 27（P21） 高齢者のための国連原則 

高齢者の自立、参加、ケア、自己実現、尊厳という原則を含んだプログラムの実施

を各国政府に奨励している。 

注 28（P23） ノーマライゼーション 

障害者を特別視するのではなく、一般社会の中で普通の生活が送れるような条件を

整えるべきであり、共に生きる社会こそノーマルであるという考え。 

注 29（P23） 障害者基本法 

昭和 45年に制定された心身障害者対策基本法の一部が改正され、障害者基本法とな

った。 
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注 30（P23） リハビリテーション 

障害者の身体的、精神的、社会的な適応能力回復のための技術的訓練プログラムに

とどまらず、障害者のライフステージの全ての段階において主体性、自立性、自由と

いった人間本来の生き方の回復、獲得を目指す障害者施策の理念。 

注 31（P25） 多文化共生 

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こ

うとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと。 

注 32（P25） 上尾市国際交流協会（AGA） 

未来ある心豊かな国際社会を築くため、地域と地域、個人と個人の交流を深めてい

くが必要があるとの視点から設立されている会員組織で、市民交流の母体となってい

る。この組織には、外国籍の方への日本語教室を実施している「日本語委員会」や外

国籍会員向けの生活情報を提供している「生活情報委員会」など、７つの委員会が設

けられている。 

注 33（P27） エイズ（ＡＩＤＳ） 

後天性免疫不全症候群（Ａcquired Ｉmmuno Ｄefficiency Ｓyndrome）の頭文字を

とった病名。 

注 34（P28） 北海道旧土人保護法 

明治 32年に貧困にあえぐ「北海道旧土人」（アイヌ民族）を保護する目的で作られ

た。土地、医薬品、授業料の供与、固有の習慣風俗の禁止などを定めたもの。実際は

アイヌ民族の共有の土地や権利を没収し、同化政策を推進するための法的根拠として

活用された。 

注 35（P28） アイヌ文化の振興ならびにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関

する法律 

   通称「アイヌ文化振興法」。アイヌの人々の民族としての誇りが尊重される社会の実現を

目的に、国と地方自治体の責任としてアイヌ語やアイヌ文化の継承者の育成、調査・研究、

国民への啓発などの文化振興策を行うと定めているもの。 

注 36（P28） 先住民族の権利に関する国際連合宣言 

平成 19年（2007年）9月の国連総会で採択された宣言。先住民族を「国際法上の主体」

として位置づけ、先住民族が個人としても、また集団としても、国際社会が認めたあらゆ

る権利を享受すると明言しているもの。 

注 37（P28） アイヌ民族を先住民族とすることを求める決議 

平成 20年 6月に参議院本会議で採択された決議。 アイヌの人々を独自の言語、宗教や

文化の独自性を有する先住民族として認めることや、アイヌ政策を更に推進し、総合的な

施策の確立に取り組むことを求めるもの。 

注 38（P29） ＳＮＳ 

Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の略。人と

人とのつながりを促進・支援する、コミュニティ型の Webサイト及びネットサービスのこ

と。 

 

https://kotobank.jp/word/%E5%9C%B0%E6%96%B9%E8%87%AA%E6%B2%BB%E4%BD%93-154749
https://kotobank.jp/word/%E3%82%A2%E3%82%A4%E3%83%8C%E8%AA%9E-23826
http://e-words.jp/w/Web%E3%82%B5%E3%82%A4%E3%83%88.html
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注 39（P32） 性同一性障害 

生物学的な性と性別に関する自己意識（性自認）が一致しないため、社会生活に支障があ

る状態。 

注 40（P32） 性的マイノリティ 

同性愛者や性別違和、性同一性障害など、性自認や性的指向に関して少数者とされ

ている人の総称。 
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【資料 2】 

 

上尾市人権尊重都市宣言 

                         

平成７年１０月３日宣言 

 

日本国憲法は、すべての国民に基本的人権を保障しています。 

  しかし、私たちを取り巻く現実の社会には、同和問題をはじめ障害のある人や

女性に対する差別など、基本的人権にかかわる問題が依然として存在しています。 

  私たち上尾市民は、あらゆる差別をなくし、一人ひとりが人権を尊重し合い自

由と平等にあふれた平和で明るい社会を築くため、ここに上尾市を「人権尊重都

市」として宣言します。 

 

１ お互いに相手の立場にたって考え、思いやりの心を育てましょう。 

１ 人種や民族、家柄、地位、学歴、職業などにこだわらない人間交流を深めまし

ょう。 

１ 家庭や地域、学校、職場などあらゆる生活の場で、人権を尊重する豊かな心を

もった社会づくりに努めましょう。 
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【資料 3】 

 

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律  

平成１２年１２月６日 

法 律 第 １ ４ ７ 号 

(目的 ) 

第１条  この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身

分、門地、人種、信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現

状その他人権の擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓

発に関する施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責務を明ら

かにするとともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資することを

目的とする。  

 

(定義 ) 

第２条  この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的と

する教育活動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及さ

せ、及びそれに対する国民の理解を深めることを目的とする広報その他の

啓発活動 (人権教育を除く。 )をいう。  

 

(基本理念 ) 

第３条  国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、

家庭、職域その他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人

権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得することができるよう、多

様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び実施機関

の中立性の確保を旨として行われなければならない。  

 

(国の責務 ) 

第４条  国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念 (以下「基本

理念」という。 )にのっとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定

し、及び実施する責務を有する。  

 

(地方公共団体の責務 ) 

第５条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、そ

の地域の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及

び実施する責務を有する。  

 

(国民の責務 ) 

第６条  国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重され

る社会の実現に寄与するよう努めなければならない。  
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(基本計画の策定 ) 

第７条  国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなけ

ればならない。  

 

 (年次報告 ) 

第８条  政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関す

る施策についての報告を提出しなければならない。  

 

(財政上の措置 ) 

第９条  国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体

に対し、当該施策に係る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を

講ずることができる。  

 

附  則  

(施行期日 ) 

第１条  この法律は、公布の日から施行する。ただし、第８条の規定は、こ

の法律の施行の日の属する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権

啓発に関する施策について適用する。  

 

(見直し ) 

第２条  この法律は、この法律の施行の日から３年以内に、人権擁護施策推

進法（平成８年法律第１２０号）第３条第２項に基づく人権が侵害された

場合における被害者の救済に関する施策の充実に関する基本的事項につ

いての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも踏まえ、見直しを行うも

のとする。  
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【資料 4】 

上尾市人権教育推進協議会条例 

                           

 平成２８年３月２８日 

                                条例第７号 

（設置） 

第１条 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平成１２年法律第１４７号）第５条の

規定に基づき、同法第２条に規定する人権教育（以下「人権教育」という。）に関する施

策の総合的かつ計画的な推進を図るため、上尾市人権教育推進協議会（以下「協議会」と

いう。）を設置する。 

  

（所掌事務） 

第２条 協議会は、上尾市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応じ、人権

教育に関する市の基本的な計画（以下「人権教育推進基本計画」という。）の策定及びそ

の変更について協議する。 

２ 前項に規定するもののほか、協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

 (1) 人権教育推進基本計画に基づく施策の推進その他人権教育推進基本計画に関すること。 

(2) 人権にかかわる機関又は団体との連携及び協力に関すること。 

(3) その他人権教育の推進に関し教育委員会が必要と認める事項に関すること。 

  

（組織） 

第３条 協議会は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

 (1) 学校教育の関係者 

(2) 社会教育の関係者 

(3) 人権擁護委員その他人権にかかわる業務に従事している者 

(4) 人権にかかわる活動を行っている団体を代表する者 

(5) 識見を有する者 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、委嘱され、又は任命された時における当該身分を失ったときは、その職を失う。 

３ 委員は、再任されることができる。 

  

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
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 （会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

  

（関係者の会議への出席等） 

第７条 協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係者に対し

て、資料の提出を求め、又は会議への出席を求めてその意見若しくは説明を聴くことがで

きる。 

  

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、教育委員会事務局教育総務部において処理する。 

  

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

   

 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年６月１日から施行する。 

 （上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年上尾

市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

  〔次のよう〕略 
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【資料 5】 

上尾市人権教育推進協議会委員名簿  

                              平成 28年 6日 1日現在 

氏  名 区 分 等 備 考 

田沼 良宣 学校教育の関係者（上尾市立大石南中学校長）  

龍前 進 学校教育の関係者（上尾市立西小学校長）  

高橋 貞夫 社会教育の関係者（畔吉集会所運営委員会委員長）  

近藤 博昭 社会教育の関係者（上尾市公民館運営審議会委員長）  

中川 誠 社会教育の関係者（上尾市ＰＴＡ連合会副会長）  

萩原 和子 社会教育の関係者（上尾市ＰＴＡ連合会副会長）  

大場 玲子 
人権擁護委員その他人権にかかわる業務に従事して

いる者（民生・児童委員） 
 

前島 百合子 
人権擁護委員その他人権にかかわる業務に従事して

いる者（人権擁護委員） 
副会長 

舩生 養子 
人権にかかわる活動を行っている団体を代表する者 

（女性フォーラムあげお会長） 
 

井上 禮子 
人権にかかわる活動を行っている団体を代表する者

（上尾市手をつなぐ親の会会長） 
 

関本 正弘 
人権にかかわる活動を行っている団体を代表する者 

（上尾市国際交流協会副会長） 
 

藤波 貢 
人権にかかわる活動を行っている団体を代表する者 

（上尾市青少年育成連合会副会長） 
 

柴崎 政美 
識見を有する者（上尾市立養護老人ホーム恵和園施設

長） 
 

曽我部 延孝 識見を有する者（上尾看護専門学校事務長） 会 長 

 

 

 

 

 

 


